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ＨＰ ＤＩＯ目次に戻る ＤＩＯバックナンバー

〈視 点〉

ＮＨＫ草野満代アナへの応援歌

－彼女こそ人材流動化時代のマドンナ－

ＮＨＫの看板女性アナウンサーの草野満代アナが「ＮＨＫを退社、民放へ移籍か」の“大ニュース”が

１月末のスポーツ新聞各紙の一面トップを飾った。なにせ現在年収８００万円の彼女が民放に移れば１

億円だという大型転職だが、一方“看板娘”を引き抜かれて怒り心頭にきたＮＨＫがまだ退職願も出し

ていないのに担当の「サンデー・スポーツ」を降ろしたり、はては事前にマスコミにリークするなどの

大ＮＨＫらしからぬ“いじめ”騒ぎにまで発展した。こんなスポーツ芸能ネタを、なんで又この「格調

高い」視点欄で取り上げるのかというお叱りのムキには、さにあらずこの「草野アナ退職」騒動にはサ

ラリーマンの転職をめぐる日本的風土を垣間見ることの出来る格好の事件であることをご理解ねがいた

い。

この騒動の勃発以降のスポーツ新聞等の報道姿勢をみていると、曰く「手塩にかけて育てた看板娘を引

き抜き」とか「オリンピック取材、紅白歌合戦の総合司会がかえってアダ」などと、いかにも草野アナ

への風当たりも強い。東京スポーツのように「聴視料という税金で賄われているＮＨＫが育てた人材の

流出は国民の損失、草野アナは退職金を辞退すべきだ」といったコラムを掲載する始末である。東スポ

の書くことなど、だれも本気にするわけがないから放っておいてもいいが、退職金のような過去勤務債

務は他人がとやかく言うべき筋のものではない。だいいち、入社８年、２９歳の“女の子”の退職金な

ぞどれほどのものか、ちょっと考えればわかりそうなものだ。

この種の草野バッシングが強まる中、断固草野アナ擁護にまわったのが、ＮＨＫ・ＯＢの和田勉。さす

が元芸術祭男、「たかが一職員の退職に“草野いじめ”とは、子供じみている」、とバッサリ。

もともとサラリーマンでもＯＬでも、今まで勤めていた会社を辞めて転職しようとするのは、会社の処
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遇に不満があるか、社内の人間関係のトラブル、それにもうひとつの人間関係の処理をまずったときで

ある。もうひとつの人間関係とは、これが講演会等では小指をたててコレといえば皆ニヤニヤ笑って納

得してくれるのだが、活字媒体ではそうはいかない。最近ちょっと話題の「通販生活」のコマーシャル

の「部長さん、私の電話番号ヤマモト商事のところに書いてあるの」のバージョンの方のアレである。

連合総研の「サラリーマンの企業帰属意識と職業転換能力に関する調査」によると、これまで転職を考

えたことがあるかという問に対して、６４％があると答え、その回数は平均１．８回、とりわけ企業業

績が芳しくない会社のサラリーマンは３．０回考えたとしている。それでも実際に転職したのは今は２

割しかいないが、「連合生活アンケート調査」では７割の人が１０年後には転職する人が増加すると答

え、転職の時代がくるとみている。

こうした時代的潮流の中で、今回の「草野騒動」の脈絡をたぐっていくと、ひとつ彼女の側には処遇に

対する不満があるようにみえる。そういえば、昨年取材にきたＮＨＫの記者に人事制度や賃金の能力主

義化の話をしたら、「ＮＨＫのなかでも、“秀吉”や“ＮＨＫ特集”等の看板番組で高視聴率を稼ぐ

ディレクターもいれば、教育ＴＶのディレクターもいたりして、この処遇と賃金をどうするかが大問題

だ」といっていた。現行は、画一平等的な年功主義処遇・賃金体系で、草野アナのような人気アナウン

サーや看板ディレクターだからといって特別処遇するわけにいかない。そこに外からヘッドハントをか

けられ、それに応ずるのはごくごく自然である。これに対して「飼い犬に手を噛まれる」的なＮＨＫの

対応は、いかにも大時代的で本末転倒というものである。

ＮＨＫの斉藤放送総局長は、記者会見で「突然の引き抜きは同じ放送界にいて信義ににもとる行為、

ルール違反だ、引き抜きは容認できない」とした上「一定のルールや最低の了解があってもいい」と

いった趣旨の発言している。しかし、そもそも憲法第２２条の「職業選択の自由」などと時代がかった

ことを言うつもりはないが、サラリーマンの転職を著しく制限するおそれのある発言である。だいい

ち、サラリーマンの転職や引き抜きに「一定のルール」なんてあるのだろうか。

そういえば、かつて電機業界には日立や東芝を退職した技術者を松下電器など関西の大手企業では採用

しない、また逆もしかり、といった一種の「紳士協定」があったようだが、８０年代の技術者不足のな

かでこれもなくなり、退職したエンジニア達が堂々と箱根の山を越えたのである。それでも、退職者の
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トレードシークレットを守りたければ日本ＩＢＭのように再就職先を制限する代わりに一定の報酬を払

い続けなければならない。時代はもう変わったのである。

「大金を積んで引き抜き」というが、大金は自分の能力を高く買ってくれるという公正な評価である。

草野満代アナは来たるべき人材流動化時代のマドンナである。大手を振って堂々と転職してもらいた

い、大いに応援したい。ついでに労働力流動化を唱える日経連サンも一緒にＮＨＫに抗議しませんか。

ＨＰ ＤＩＯ目次に戻る ＤＩＯバックナンバー
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ＨＰ ＤＩＯ目次に戻る ＤＩＯバックナンバー

〈寄 稿〉

人事処遇制度の二つのものさし

一橋大学社会学部助教授 林 大 樹

年功序列主義から能力序列主義に向かう人事処遇の基準のシフトは企業が採用する人事制度の種類に

はっきりとあらわれる。日本における能力序列主義人事制度の代表選手である職能資格制度の導入は昭

和４０年代から広がり、すでに中堅～大企業においては支配的な人事制度の地位を獲得している。

企業レベルの労働組合リーダーの意見も企業の人事政策の方向性と合致しているようである。たとえ

ば、連合加盟主要民間組合の単組を対象にした「賃金制度の実態と賃金政策に関するアンケート調査」

（連合総研１９９２年３月実施）によれば、大半の組合が今までは年功重視（６２．５％、職務や職能

重視３３．９％）でやってきたが、今後は職務や職能重視（８０．８％、年功重視１５．６％）でいき

たいと考えている。

従業員の序列づけの基準を従業員個々の職務遂行能力の高さに求めるのが職務資格制度であるが、この

制度を人事システムの中核に置くことについて企業労使の意見は一致しているようである。そして、こ

の潮流は従業員自身も支持するところとなっているようである。朝日新聞（１９９７年１月２４日朝

刊）が伝える首都圏の男性ビジネスマンの就業意識の調査（リクルートリサーチ１９９５年実施）によ

れば、現在を「組織依存型で年功的処遇」と見る人が半数を占めているが、それを理想と考える人は２

割にすぎない。理想はそれと対極の「個人自立型で能力主義的処遇」で、５割の人がこれが理想と考え

ているのである。

こう見てくると、職能資格制度は企業労使と従業員の三者が共に支持する人事制度で順調であるように

も思える。ところが実際は、人事部でも、管理者でも、一般の従業員でも、この制度に何の問題も感じ

ていない当事者は皆無に近いのではないだろうか。能力主義的処遇をするはずの制度が年功的に運用さ
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れる点に問題があるという意見もあれば、諸条件の変化に合わせて適宜メンテナンスされていないのが

まずいという意見もある。さかのぼって、職能調査あるいは職務調査をきちんと実施しなかったなど設

計段階で手抜きがあったことが指摘される場合もある。

職能資格制度に限らず、制度の運用が適正に行われなければ、「仏つくって魂入れず」で、所期の目的

を達しえないことは言わずもがなであろう。しかし、大変な労力を払って運用面の問題をクリアーした

としても、依然として根本的な問題が残されるように思う。

根本的な問題とは、「年功」ではなく、「能力」に基準を置いたとしても、やはり職能資格制度は企業

の従業員全員を一つのものさしで序列づける枠組みだという点で従来の年功重視の処遇方式と何ら変わ

るところはないということである。

ここで序列を問題にしているのはそれが企業内の序列にすぎないからである。もちろんこうした人事制

度のメリットはあった。年功序列にせよ、能力序列にせよ、そうした従業員全体を統合する人事制度が

確立していることで、従業員は自分の現在位置を確認して安定感を持ちながら仕事に取り組めるし、さ

らに上位の資格等級を目指し、能力向上に努める意欲を喚起させることもできる。ただし、それはあく

までも一つのものさしで見た企業内現在位置であり、企業内将来目標にすぎない。

ところが、現代日本のビジネスマンが理想として求めているのは、特定組織に依存しないという意味で

の自立した職業人生である。職業人として自立するためには、それにふさわしい個人主義の意識と能力

が必要であろう。今北純一氏はヨーロッパの個人主義に関して、「『自分自身のものさし』を持つこ

と、これこそがヨーロッパの個人の特質であり、組織の中で埋没しかかっている日本人が、これから

ヨーロッパとつきあっていく上で、何より必要とするのも、この『自分自身のものさし』である。さら

に、日本が今の躍動する混沌から、新たなる次元の秩序を近未来社会において創り出していくために

は、個々人のレベルでのそんなヨーロッパ的な意識革命が不可欠なように思われる。」（『日本の見え

るオフィス』新潮社、１９９３年）と述べているが、示唆するところが多い。

かりに人材流動化が格段に進もうと、個別企業に骨を埋める覚悟の中核人材（会社人）は絶対に必要で

ある。企業が長期目標を持ち、社会的にも健全さを持ち続けるためには、長期的な視点に立てる人材が
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不可欠である。ただし、そうした人材は選び抜かれた少数派となっていくであろう。他方、職業人とし

て真に自立した意識と能力を獲得できる人々も多数派とはならないかもしれない。だが、それを目指す

人々は現在よりずっと多くなるであろう。

これから構想される人事処遇制度は「社会人人生」と「職業人人生」の二つの軸を持って展開する必要

があろう。これは企業内人生を前提とした現在の複線型人事制度とは異なる。山登りのルートが複数あ

るというのではなく、登山をするか、航海をするかといった次元の違いが新しい人事処遇制度には求め

られる。「社会人人生」と交差する「職業人人生」の応援団としての労働組合運動の役割に期待した

い。

ＨＰ ＤＩＯ目次に戻る ＤＩＯバックナンバー
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積極的賃上げにより景気の自律的回復を

－連合総研第２次シミュレーションの概要－

９６年１１月に９７年度日本経済の第１次シミュレーションを公表して以来、①連合の９７春季生活闘

争方針が固まり、②９６年度補正予算が成立し、９７年度予算の政府原案が明らかとなり、③円安の進

行など経済環境が変化したことなどを踏まえ、シミュレーションの前提条件に修正を加えて第２次シ

ミュレーションを行った。概要は以下の通り。

○足元（９６年度）の経済情勢のポイント

(1) ９６年度の実質ＧＤＰ成長率は、２．５％程度の増加が見込まれ、９５年度の同２．４％増に引き続

き緩やかな回復過程が続く。なお９６年度の成長率には、９５年度最終期の高い成長の持ち越し分（い

わゆるゲタ）２．２％増が含まれており、これを除いた９６年度中の成長率は０．３％程度の増加にと

どまる。

(2) 需要項目別の内訳をみると、

・家計部門では、民間最終消費や民間住宅投資が消費税率引上げ前の駆込み需要もあって堅調な増加を

示す。

・企業部門では、民間設備投資が、半導体市況悪化の影響はあるものの円高修正、低金利の継続、企業

収益の改善などの投資環境の改善を背景に堅調な増加を示す。

・公的部門では、９５年９月の事業規模約１４兆円にのぼる大型の経済対策の効果が９６年度前半にほ

ぼ出尽くしたことにより、公共投資はほぼ横ばいとなる。
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・純輸出については、円高修正の動きを受けて９６年度後半以降、輸出は横ばいから強含みに、輸入は

増加から横ばいにそれぞれ転じているが、９６年度全体ではマイナスの寄与を示す。

・物価については、円安の進行により輸入物価の上昇はみられるものの、国内物価は安定した動きを示

す。

(3) 以上のように９６年度経済は、公共投資などの政策需要に依存した回復から、消費と設備投資を軸と

する民間需要の自律的な回復に移行しつつある過程にある。９７年度にかけては、株安の進行や不良債

権問題が企業や消費者心理に与える悪影響が懸念される。

○９７年度経済情勢のポイント

(1) ９７年度において景気の自律的回復が確実なものとなるためには、民間設備投資の拡大とともに、Ｇ

ＤＰの約６割を占める消費の持続的拡大が重要である。消費の持続的拡大のためには、消費税率引上げ

等の負担増、株安などにより消費マインド・消費性向の停滞が懸念されるなかで、足元の可処分所得の

伸びがどの程度確保されるかが重要な鍵となる。

(2) 足元の可処分所得の伸びを確保するためには、①本年３月中下旬に賃金交渉のヤマ場を向かえる９７

春闘賃上げの動向、②消費税率の引上げが確実となるなかでの特別減税２兆円の取り扱いなどが重要な

焦点となる。

(3) 連合９７春季生活闘争方針の趣旨に沿って、平均賃上げ額１３，０００円（４．４％）増、週４０時

間制の完全実施の徹底、２兆円特別減税の恒久制度化、医療費の患者一部負担増の凍結などが実現され

れば（ケースＡ）、実質民間最終消費は２．６％増、実質ＧＤＰ成長率は２．２％増が確保され、失業

率は３．２％と前年度３．４％より若干改善することになる。

(4) その際、賃上げが企業収益に与える影響については、人件費比率は９３年度を境に低下を続けてお

り、９７年度においても、足元の円安の進行や低金利の継続などから企業の経常利益が人件費の伸びを



研究

http://www.rengo-soken.or.jp/dio/no100/kenkyu.htm[2008/10/07 10:10:50]

上回って増加するものと見込まれ、賃上げが企業収益を圧迫する要因とはならないものと考えられる。

(5) これに対し、平均賃上げ額５，９００円（２．０％、定期昇給相当分のみ）増、２兆円特別減税廃

止、医療費の患者一部負担増の実施の前提では（ケースＢ）、実質民間最終消費は１．３％増、実質Ｇ

ＤＰ成長率は１．４％増にとどまり、失業率は３．５％と前年度３．４％より悪化することになる。ま

た内需の低迷は、再び円高傾向を招来し企業部門の民間設備投資の回復に水を差すことが懸念される。

なお外需については、内需の停滞が輸入の伸びを鈍化させるため、その寄与度はプラスに転じる。

(6) いずれのケースにおいても、民間住宅投資は消費税引上げ前の駆込み需要の反動減の影響を強く受け

る。また、公共投資は、９６年度補正予算の執行が９７年度にずれ込むこともあってほぼ横ばいとな

る。また物価については、消費税率の引上げなどの影響もあり、消費者物価上昇率は１％台後半とな

る。

(7) 以上の試算は、積極的賃上げ、労働時間短縮や適切なマクロ政策運営が行われなかった場合、消費税

率引上げをはじめとする増税等による財政再建に偏向した政策要因が雇用不安を高め消費者心理を萎縮

させる懸念があることを示している。積極的賃上げや適切なマクロ政策により２％台の経済成長を確保

することは、民間の自律的回復力を腰折れさせない基本的条件であることはもとより、労働移動を伴う

構造改革の推進や一定の税収の伸びを必要とする財政再建にとっても不可欠である。

〈付表〉 新連合総研モデルによる第２次シミュレーション
－－－－－－－－－－－－－－－－－－－＋－－－－＋－－－－＋－－－－－－－－－
                              １９９７年度予測 
                    1995年度 1996年度＋－－－－＋－－－－
                    実  績 実績見込 ケースＡ ケースＢ
＋－＋－－－－－－－－－－－－－－－－＋－－－－＋－－－－＋－－－－＋－－－－
   名目政府最終消費支出（伸び率％）    3.6    3.1    1.6    1.6
   名目公的固定資本形成（同）       7.1    0.2   -0.2   -0.2
   消費税                ３％   ３％   ５％   ５％
 予 特別減税（兆円）            2.0    2.0    2.0    0.0
 測 医療費の患者一部負担増         －    －   凍結   実施
 の 公定歩合（％）            0.5    0.5    0.5    0.5 
 前 春季賃上げ額・率          8,376円  8,712円 13,000円  5,900円
 提                   (2.83%)  (2.86%)  (4.4%)  (2.0%)
 条 所定内労働時間           1774.8  1759.4  1721.6  1759.4
 件 同  伸び率（％）           0.3   -0.9   -3.0    0.0
   対ドル円レート（円／ドル）      96.5   111.6   115.0   113.0
   実質世界輸入（伸び率 ％）       8.3    8.0    7.0    7.0
   原油価格（ドル／バーレル）      18.3   20.0   23.0   23.0
＋－＋－－－－－－－－－－－－－－－－＋－－－－＋－－－－＋－－－－＋－－－－
   実質ＧＤＰ（兆円）          466.9   478.5   489.0   485.2
   同  増加率（％）           2.4    2.5    2.2    1.4
 国＋－－－－－－－－－－－－－－－－＋－－－－＋－－－－＋－－－－＋－－－－
      内需寄与度            3.4    2.9    2.3    1.1
 民    外需寄与度           -1.0   -0.4   -0.1    0.3
  ＋－－－－－－－－－－－－－－－－＋－－－－＋－－－－＋－－－－＋－－－－
 経 実質民間最終消費（伸び率 ％）     2.8    2.4    2.6    1.3
   実質民間住宅投資（同）        -6.8   11.8   -2.4   -6.5
 済 実質民間設備投資（同）         5.7    6.2    5.6    4.4
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   実質政府最終消費（同）         3.0    1.4   -0.3    0.4
 計 実質公的固定資本形成（同）       7.7    0.4   -1.2   -1.1
   実質財貨・サービスの輸出（同）     4.5    2.5    4.7    4.2
 算 実質財貨・サービスの輸入（同）    15.1    6.6    5.3    2.2
   名目ＧＤＰ（兆円）          488.6   499.8   516.3   512.3
   同  増加率（％）           2.0    2.3    3.3    2.5
＋－＋－－－－－－－－－－－－－－－－＋－－－－＋－－－－＋－－－－＋－－－－
 物 卸売物価上昇率（％）         -0.6    0.5    1.3    1.1
 価 消費者物価上昇率（同）        -0.1    0.4    1.7    1.5
＋－＋－－－－－－－－－－－－－－－－＋－－－－＋－－－－＋－－－－＋－－－－
   名目１人当たり雇用者所得（万円）   523.5   529.3   542.0   530.3
 労 同  増加率（％）           1.0    1.1    2.4    0.2
 働 名目雇用者所得（伸び率 ％）      1.8    2.2    3.4    0.9
 関 失業率（％）              3.2    3.4    3.2    3.5
 係 有効求人倍率             0.64   0.72   0.76   0.69
 指 雇用者数（伸び率 ％）         0.8    1.0    1.1    0.7
 標 就業者数（伸び率 ％）         0.0    0.5    0.6    0.3
   所定外労働時間            138.0   147.5   152.8   145.2
   同  伸び率（％）           3.6    6.9    3.6   -1.6
＋－＋－－－－－－－－－－－－－－－－＋－－－－＋－－－－＋－－－－＋－－－－
 そ 鉱工業生産指数（伸び率 ％）      2.0    3.2    3.2    1.4
 の 経常収支（兆円）            9.5    7.0    6.9    7.8
 他 同  対ＧＤＰ比率（％）        1.9    1.4    1.3    1.5
－－＋－－－－－－－－－－－－－－－－＋－－－－＋－－－－＋－－－－＋－－－－
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〈ネットワ－クコ－ナ－〉

兵庫県総合生活研究センター

設立の経緯

連合兵庫は、１９８９年１２月２２日統一大会を開催し、その運動方針のなかで構成組織と各界・各層

によるシンクタンク的な政策集団を組織することを決定しました。

このシンクタンク的な政策集団の設置に際しての課題と提言について、板東中部大学教授（当時）、三

木神戸商大教授（当時）を初め５名の大学教授に検討を依頼しました。その結果、「安心して暮らせる

社会の実現－生涯福祉社会の創造」「人間にやさしい社会の創造－自然環境との調和」「こころ豊かな

人間つくり－文化あふれる地域社会の形成」の「３つの政策２０の提言」（２０の提言は、この３つの

政策実現のための具体的課題を示したもの）をまとめていただきました。この「３つの政策２０の課

題」を実践するために幅広く客観的に政策・制度を研究、分析し、広く県民に指針を与えるシンクタン

ク機構として、１９９０年１０月３０日に兵庫県総合生活研究センターを設立いたしました。

目的と事業内容

・目的

県内外の経済・社会・労働問題などに関する政策研究を行い、具体的活動の実践を通

じて、労働団体及び働く者の社会的活動の推進を図る。

・事業内容
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①経済社会労働問題を中心とする諸政策の研究と提言

②政策・制度の総合化、高度化のための研究・分析

③兵庫県など外部からの委託研究・シンポジウムの開催

④はたらく者の資質向上のための教育活動

⑤前記に関する広報活動、その他必要な事業

事業推進に当たっては、連合兵庫に設置されている政策委員会と密接に連携しながら、必要に応じて個

別テーマごとのプロジェクトチームを編成して進めています。

＜情報誌の発行＞

兵庫県総合生活研究センターの研究成果や経済諸表等を掲載した情報誌「ＨＳＫ」を９３年６月より、

年３回程度発行しています。

＜シンポジウムの開催＞

「ゆとりと豊かさをめざすシンポジウム」（９１年１月２９日）、「消費者政策の充実を求めるフォー

ラム」（９２年５月２６日）、「学校５日制シンポジウム」（同年１２月）の開催、また、９３年は、

地域協議会毎に「時短と県経済の振興」等をテーマにしたシンポジウムを開催するなど、積極的に取り

組んできました。９４年２月には「連合兵庫・県民意識調査」を実施し、その分析を通じ政策提案を行

うと共に、「新しい世紀の創造－連合兵庫からの提言」としてまとめ、広く県民にアピールする取り組

みを進めてきました。

兵庫県は、９５年１月１７日に未曾有の都市直下型地震による大災害が発生しました。現在、兵庫県の

最大の政策課題が震災復興にあります。このため兵庫県総合生活研究センターは、行政・福祉関係者・

経済界・街づくり関係者・女性など幅広い方々の参加を得て「新しい神戸！創造－市民の活力とまちづ

くり」を９５年５月に開催しました。
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今後、住宅・防災・都市計画、医療・福祉・コミュニティ、ボランティア、教育などの各分野における

震災復興に向けての提言活動を各界・各層の参加の下で進めることとしています。

〔所在地〕

〒６５０ 神戸市中央区下山手通６－３－３０

（財）兵庫勤労福祉センター４Ｆ

ＴＥＬ：０７８－３６１－０５０５

ＦＡＸ：０７８－３７１－６００５

次に進む・目次に戻る・ＴＯＰに戻る
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山田精吾さんを偲ぶ会を開催

連合・ゼンセン同盟・連合総研主催

日本の労働運動の発展と統一のために６５年間の生涯を捧げられた、前連合事務局長の山田精吾さんを

偲び「山田精吾さんを偲ぶ会」が、平成９年１月３１日ホテルラングウッドにおいて、連合・ゼンセン

同盟・連合総研主催の下、５００余名のご参加を受けしめやかな中にも盛大に開催されました。

山田精吾さんは、１９４８年の旭化成の大争議に参加されて以来、労働運動家として「目線を大切に」

の言葉のとおり、常に職場組合員の立場に立って運動を続けられました。その、酒と歌を愛し、詩を好

んだお人柄と、説得力の有る「山田節」のファンも数多く、当日、橋本首相（吉永全旭化成労連会長代

読）をはじめ、斉藤日経連常務理事より、山田さんの早逝を悼む追悼の辞をいただきました。

在りし日の思い出を語り合う集いが、山田精吾さんのお人柄にちなみ、にぎやかな宴となりましたこと

で、天国の故人にもよろこんでいただけたかと思います。ご多忙中の中をご参加いただきました皆様方

に厚く御礼申し上げます。

「想い出は 天に散りばめ 秋日和」

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

※追悼集を収録しました、上製本「追想－山田精吾」（４，５００円）についても、多少

在庫がございますので、必要な場合は同じくコンポーズ発送までお問い合わせ下さい。

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－
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〈国際経済の動き〉

主要国の経済動向をみると、まずアメリカでは、景気は安定した拡大が続いている。実質ＧＤＰは、９

６年４～６月期前期比年率４．７％増の後、７～９月期は同２．１％増（確定値）となった。個人消費

は７～９月期に増勢が鈍化したが、このところ堅調に推移している。鉱工業生産（総合）は増加基調に

ある。設備投資は増加しているものの、住宅投資は減少している。雇用は拡大しており、雇用者数（非

農業事業所）は１０月前月差２２．４万人増の後、１１月は同１１．８万人増となった。失業率は１１

月５．４％となった。物価は安定しており、１１月の消費者物価上昇率は前月比０．３％、また生産者

物価上昇率（完成財総合）は同０．４％と共に上昇した。貿易収支赤字は、このところ高水準で推移し

たが、１０月には減少した。株価（ダウ平均）は、１２月は月央にかけて低下したが、月後半には月初

めの水準まで回復した。

西ヨーロッパをみると、ドイツでは景気は緩やかに改善してきているが、フランスでは景気は一進一退

となっている。イギリスでは、景気拡大のテンポは高まっている。実 質ＧＤＰの７～９月期は、ドイツ

では前期比年率３．３％増、フランスでは同３．６％増、イギリスでは同２．７％増となった。鉱工業

生産は、ドイツでは１１月増加しているが、フランスでは伸び悩んでおり、イギリスでは回復の兆しが

みられる（ドイツ１１月前月比１．６％増、フランス１０月同０．８％減、イギリス１０月０．１％

減）。失業率は、ドイツ、フランスでは上昇しているが、イギリスでは低下している（ドイツ１１月１

０．７％、フランス１１月１２．７％、イギリス１１月６．９％）。物価は安定している（１１月の消

費者物価上昇率は、ドイツ前年同月比１．４％、フランス同１．６％、イギリス同２．７％）。

東アジアをみると、中国では景気拡大テンポの鈍化に下げ止まりの兆しがみられる。物価上昇率は低下

を続けている。失業率は低水準で推移している。貿易収支は輸出が堅調に推移し黒字が拡大している。

韓国では景気は緩やかに減速している。失業率は低水準で推移している。物価はこのところほぼ横ばい

で推移している。貿易収支は、輸出の不振から大幅な赤字となっている。
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国際金融市場の１２月の動きをみると、米ドル（実効相場）は、やや上昇した。内訳をみると、１２月

３１日現在、対円では１１月末比１．６％、対マルクでは同１．４％増価した。

国際商品市況の１２月の動きをみると、全体ではおおむね横ばいとなった。１２月の原油スポット価格

（北海ブレンド）は、中旬弱含む局面もあったが、おおむね２３～２４ドル台と強含みの推移となっ

た。

〈国内経済の動き〉

需要面では、個人消費は緩やかな回復傾向にある。住宅建設は、高い水準で推移している。設備投資

は、回復傾向にある。

産業面をみると、鉱工業生産は増加傾向にある。企業収益は改善している。また、企業の業況判断に

は、緩やかな改善がみられる。

雇用情勢をみると、完全失業率が高い水準で推移するなど厳しい状況にあるものの、改善の動きがみら

れる。労働力需給をみると、有効求人倍率（季節調整値）は、１０月０．７３倍の後、１１月０．７４

倍となった。新規求人倍率（季節調整値）は、１０月１．２７倍の後、１１月１．２８倍となった。雇

用者数は、緩やかに増加している。総務庁「労働力調査」による雇用者数は、１１月は前年同月比１．

１％増（前年同月差６０万人増）となった。常用雇用（事業所規模５人以上）は、１０月前年同月比

０．８％増（季節調整済前月比０．３％増）の後、１１月（速報）は同０．９％増（同０．１％増）と

なり（事業所規模３０人以上では前年同月比０．４％減）、産業別には製造業では同０．８％減となっ

た。１１月の完全失業者数（季節調整値）は、前月差９万人減の２１８万人、完全失業率（同）は、１

０月３．４％の後、１１月３．３％となった。

輸出は、強含みに推移している。輸入は伸びが鈍化し、このところおおむね横ばいで推移している。国

際収支をみると、貿易・サービス収支の黒字幅はその縮小傾向に鈍化 がみられ、このところおおむね横



経済の動き

http://www.rengo-soken.or.jp/dio/no100/keizai.htm[2008/10/07 10:10:59]

ばいで推移している。対米ドル円相場（インターバンク直物中心相場）は、１２月は上旬から中旬にか

けておおむね１１３円台で推移したが、その後下落し月末には１１６円台となった。

物価の動向をみると、国内卸売物価は、このところ下げ止まりの動きがみられる。また、消費者物価は

安定している。

最近の金融情勢をみると、短期金利は、１２月はおおむね横ばいで推移した。長期金利は、１２月は月

末にかけて上昇した。株式市場は、１２月は大幅に下落した。マネーサプライ（Ｍ２＋ＣＤ）は１１月

は前年同月比３．３％増となった。

政府は平成８年１２月２５日、７７兆３，９００億円（前年度当初比３．０％増）の９年度一般会計予

算（概算）を閣議決定した。

次に進む・目次に戻る・ＴＯＰに戻る
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〈参  考〉

前年同期比、（ ）内前期比、＊季調済、Ｐは速報値
－＋－－－－－－－－－－－－＋－－－－＋－－－－＋－－－－－         
                '93年   '94年   '95年           
－＋－－－－－－－－－－－－＋－－－－＋－－－－＋－－－－－         
実 ＊米     国        2.2    3.5    2.0          
質＋－－－－－－－－－－－－＋－－－－＋－－－－＋－－－－－         
Ｇ ＊ド  イ  ツ      ▲ 1.2    2.9 P  1.9          
Ｄ＋－－－－－－－－－－－－＋－－－－＋－－－－＋－－－－－         
Ｐ ＊日     本        0.3    0.5    1.4          
－＋－－－－－－－－－－－－＋－－－－＋－－－－＋－－－－－         
鉱 ＊米     国        3.5    5.9    3.2          
工＋－－－－－－－－－－－－＋－－－－＋－－－－＋－－－－－         
業 ＊ド  イ  ツ      ▲ 6.2    4.5 P  0.3          
生＋－－－－－－－－－－－－＋－－－－＋－－－－＋－－－－－         
産 ＊日     本      ▲ 4.5    0.9    3.4          
－＋－－－－－－－－－－－－＋－－－－＋－－－－＋－－－－－         
  ＊米     国        6.9    6.1    5.6          
失＋－－－－－－－－－－－－＋－－－－＋－－－－＋－－－－－         
業 ＊ド  イ  ツ        8.9    9.6    9.4          
率＋－－－－－－－－－－－－＋－－－－＋－－－－＋－－－－－         
  ＊日     本        2.5    2.9    3.2          
－＋－－－－－－－－－－－－＋－－－－＋－－－－＋－－－－－         
消  米     国        3.0    2.6    2.8          
費＋－－－－－－－－－－－－＋－－－－＋－－－－＋－－－－－         
者  ド  イ  ツ        4.5    2.7    1.8          
物＋－－－－－－－－－－－－＋－－－－＋－－－－＋－－－－－         
価  日     本        1.3    0.7  ▲ 0.1          
－＋－－－－－－－－－－－－＋－－－－＋－－－－＋－－－－－         
経 ＊米 国（億ドル）     ▲ 999 ▲ 1,484 ▲ 1,482          
常＋－－－－－－－－－－－－＋－－－－＋－－－－＋－－－－－         
収 ＊ドイツ（億マルク）    ▲ 224  ▲ 319  ▲ 301          
支＋－－－－－－－－－－－－＋－－－－＋－－－－＋－－－－－         
  ＊日 本（億円）      146,690  133,425  103,862          
－＋－－－－－－－－－－－－＋－－－－＋－－－－＋－－－－－         
公  米 国  期末値       3.0   4.75   5.25          
定＋－－－－－－－－－－－－＋－－－－＋－－－－＋－－－－－         
歩  ドイツ  期末値      5.75   4.50   3.00          
合＋－－－－－－－－－－－－＋－－－－＋－－－－＋－－－－－         
   日 本  期末値      1.75   1.75   0.50          
－＋－－－－－－－－－－－－＋－－－－＋－－－－＋－－－－－         
   円／＄  期末値     110.65   99.58  101.81          
為＋－－－－－－－－－－－－＋－－－－＋－－－－＋－－－－－         
   Ｍ／＄  期末値      1.70   1.55   1.44          
替＋－－－－－－－－－－－－＋－－－－＋－－－－＋－－－－－         
   £／＄  期末値      0.67   0.64   0.65          
－＋－－－－－－－－－－－－＋－－－－＋－－－－＋－－－－－         
  ニューヨークダウ工業株                          
株 ３０種平均値（＄）      3,758   3,834   4,494          
  期・月末値                                
 ＋－－－－－－－－－－－－＋－－－－＋－－－－＋－－－－－         
価 日経平均値                                
   225種、期・月末値（円）  17,417  19,723  19,868          
－＋－－－－－－－－－－－－＋－－－－＋－－－－＋－－－－－         
原 北海ブレンドスポット価格                         
油                13.50   16.20   18.00          
価                                      
格 月末・年末＄／バレル                           
－＋－－－－－－－－－－－－＋－－－－＋－－－－＋－－－－－          

－＋－－－－－－－－－－－－＋－－－－＋－－－－＋－－－－＋－－－－＋－－－－
               96／   96／   96／   96／   96／  
                ４－６  ７－９    ９    10    11 
－＋－－－－－－－－－－－－＋－－－－＋－－－－＋－－－－＋－－－－＋－－－－
  ＊米     国        2.7    2.2    －    －    － 
実              (  4.7) (  2.0) (  －) (  －) (  －)
質＋－－－－－－－－－－－－＋－－－－＋－－－－＋－－－－＋－－－－＋－－－－
Ｇ ＊ド  イ  ツ     P  1.2 P  2.4    －    －    － 
Ｄ              (P 6.0) (P 3.3) (  －) (  －) (  －)
Ｐ＋－－－－－－－－－－－－＋－－－－＋－－－－＋－－－－＋－－－－＋－－－－
  ＊日     本        3.0    3.3    －    －    － 
               ( ▲1.1) (  0.4) (  －) (  －) (  －)
－＋－－－－－－－－－－－－＋－－－－＋－－－－＋－－－－＋－－－－＋－－－－
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